
福島市女性活躍推進セミナー事業業務委託仕様書 

 

１ 件   名  福島市女性活躍推進セミナー事業業務委託 

 

２ 委託場所  福島市の指定するところ 

 

３ 委託期間  契約日～令和８年３月１９日（木） 

 

４ 委託業務の目的 

  働きたい気持ちを持っているものの、子育て等によるブランクにより就職や職場復帰に不安を抱える女性や仕事

と育児との両立を目指す女性等を対象としたデジタルスキルを習得するセミナーを実施することにより、就職や

再就職、在宅ワーク等の多様な働き方への支援と女性の社会参画・活躍を促進する。 

 

５ 委託業務の内容 

  転勤、育児や介護等の理由で働くことに課題を抱えている女性がデジタルスキルアップを図れるセミナーを実施

し、デジタル人材の育成・発掘を行うこと。内容については、継続性を持たせ業務の目的や集客面を考慮して設定

すること。なお、実施にあたっては発注者と協議すること。 

 

（１）セミナー実施回数 

  令和７年８月～令和７年１１月の間に４回以上実施する。 

 

（２）セミナー参加者数 

  ２０人以上を対象とする。また、アーカイブ配信を用いて参加できない対象者も視聴できる環境を整えること。 

 

（３）プログラム 

  受注者は、下記の事項を含むプログラムを実施すること。 

① テレワーク、在宅ワーク等に役立つデジタルスキルを習得するセミナーとすること。 

② 習得したデジタルスキルを使用する課題を設定し、フィードバックを用いて参加者のスキル定着を図ること。 

③ テレワーカーや在宅ワーカー等の就労モデルを提案し、多様な働き方の実現を考えるキャリアコーチングを

行うこと。また、クラウドソーシング登録の支援を行うこと。 

④ SNS運用やWEBデザイン、動画制作・編集など参加者のポートフォリオ作成を支援すること。 

 

  （４）その他共通事項 

    受注者は、下記の事項に留意し、各事業の実施に必要な事前準備及び当日の進行管理を行うこと。 

① 集客面や事業スケジュールを考慮し最適な時期及び開催方法での実施とし、参加対象者が参加しやすい環

境を整えること。 

② 対面開催の場合は、参加対象者が参加しやすい会場を受注者の責任と負担において確保すること。 

③ 会場の設営、受付、進行、使用物品の調達・負担など開催に必要な業務を行うこと。 

④ 各事業の申し込み受付を行い、定期的に申し込み状況を発注者に報告するほか、参加者との連絡調整を行

うこと。 

⑤ 参加料は無料とする。 

⑥ 参加者確保のため有効な広報を実施する。 



⑦ 事業目的達成のための適切な目標値を設定する。 

⑧ 講師等に対して、講座等の依頼、事前調整、謝金の支払いを行う。 

⑨ 講師及び参加者の了解を得たうえで各セミナーの様子を記録（撮影等）する。 

⑩ 参加者へアンケート（満足度や意識の変化）を実施し、集計結果をまとめる。 

 

６ 著作権 

  本業務で作成した全ての成果物に関する著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 21 条から第 28 条ま

でに定める全ての権利を含む。）は、本市に帰属する。 

特記事項 

   （１）受注者は発注者に対し、本著作物に関するすべての著作権（著作権法第 27条および第 28条に規定する 

権利を含む）を譲渡する。 

   （２）受注者は、本著作物について、発注者および発注者から正当に権利を取得した第三者に対し、著作者人格 

権を行使しない。 

 

７ 業務実施体制 

  受注者は、本委託業務を迅速かつ円滑に履行するための実施体制を整える。 

  受注者は、本委託業務全体に関して主として指揮･監督を行う業務主任者を定め、市との協議や打ち合わせ等 

 に出席させる。 

受注者は、各事業実施における主たる責任者を定め、市担当者との緊密な連絡と十分な打ち合わせを行う。 

 

８ 提出書類 

 （１）実施報告書（任意様式） 

   事業終了後、開催日時、内容、参加人数、アンケート結果等を発注者へ報告する。 

 （２）業務完了報告書（任意様式） 

   事業全体について取りまとめたもの。不備・不足がある場合は、修正・追記に応じること。今後の改善提案につ 

いても記載すること。 

 （３）各セミナーの記録写真 

 （４）委託業務完了通知書（市様式） 

 

９ 守秘義務 

業務上知り得た一切の事項については、他に漏らさないこと。発注者が提供した資料及び情報を第３者に提供し、

目的外に使用しないこと。 

特に、個人情報に関しては、収集を行う際は、当該業務の目的を達成するための必要な範囲内で適法かつ適正な

方法により行い、 業務により知り得た個人情報については、漏えい、 減失または毀損の防止、その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じること。 

 


